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は じ め に
周知のように,1989年7月 の経済サ ミットでの日米両政府首脳による決定を受け,日 米構造問
題協議作業 グループによって 「日米構造問題協議最終 報 告」(1990(平 成2)年6月28日,以 下 「最
終報告」と略記する)が 作成 ・提出された。そこには証券取引法上のディスクロージャー制度に関
係する事項 として,系 列関係の開示が日本側の 「改善措置」の一つ として盛 り込 まれた。「最終
報告」に よれば,こ うした措置は 「日 ・米双方において,よ り効率的,開 放的,か つ競争力のあ




下記に示 した会社の有価証券報告書総覧を取 り上げて,系 列関係の開示がどのように改善 された
かみておきたい。
① 本稿において参照 した会計法令 ・規則について,下 記のような略記を使用 した。
・ 「財務諸表等の用語,様 式及び作成方法に関する規則」(1963(昭 和38)年11月 大蔵 省 令
第59号,最 終改正1991(平 成3)年8月 第41号)一 →財務諸表規則
・ 「企業内容等の開示に関する省令」(1973(昭 和48)年1月 大蔵省令第5号,最 終 改 正
1991(平 成3)年11月 大蔵省令第49号 」)一→・「開示省令」
・「関連当事者 との取引の開示に関する取扱通達について」(1990(平 成2)年12月 蔵証
第2317号)一 → 「関連当事者通達」
② 本稿で参照した有価証券報告書総覧は下記に示したものを含め,日 立製作所,富 士通,合
繊大手3社(東 レ,帝人,旭 化成),富 士銀行の各社のものである(い ずれも1991(平 成3)年3
月期と1992(平 成4)年3月 期)。但 し,こ こで直接使用 した有価証券報告書総覧は次の企業の
ものである。
(1)脚 「日米構造問題協議最終報告」は 「新政策資料大成 『ニュー ・ポリシー』(1990年7月 号)」政策情報





・(株)日 産 自動 車
1「 最終報告」の改善措置の内容
「最終報告」に記載されたディスクロージャーの整備事項は,(1)「 株券等の大量保有の 状 況
に関する開示制度」(いわゆる5%ル ール)の導入と,(2)系 列問題Y'係 るディスクロージ ャ ーの
改善の2つ である。前者については,「最終報告」の時点で所要の措置を盛 り込んだ証券 取 引法
の改正が国会で可決 ・成立し,そ の後,関 係政省令が公布され,90年12月1目 より実施に移され
ている。 ここでは,系 列関係の開示に係る改善措置 と制度改正を取 り上げる。




系列関係の存在は,一 定の経済合理性を有するとの側面 もあるが,同 時に,グ ループ内取
引を選好させ,対 日直接投資を阻害 し,ま た,反 競争的取引慣行を生起 させ る側面を有す る
との見方 もある。政府としては,こ のような懸念に対 し,系 列関係をより開放的かつ透明な
ものとするよう努めることとし,そ の目的に向けて所要の措置を講ずる。系列関係を背景と
する事業者間の取引が公正な競争を阻害し,そ の結果 として,日 本に輸出,市 場開拓,あ る
いは投資 しようとする外国企業に対 し排他的効果を与えないよう,競 争政策上の対応を図 り




(2)系 列問題に係 るディスクロージャーについては,次 のような改善を行うこととする。
① 関連当事者間の取引については,情 報の開示範囲を米国財務会計基準書 と同様の基準
によることとし,現 行の親会社や役員等との間の取引に加rx,関 連会社,主 要株主(10




③ セグメン ト情報として,本 年(1990年一 引用者注)4月1日 以後開始する事業年度より,
事業別の売上高及び営業損益,国 内 ・在外別の売上高の開示を行 うこととした。
④ 個別財務諸表において,取 引明細 として,現 行の売掛金,買 掛金等に加え,総 収入の
10%以 上を占める主要顧客別の売上高を開示する。
上記①,② 及び④の措置については,1991年4月1日 以後開始する事業年度か らこれを実
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施 す る。
以 上の開示措置 に より,企 業 間取引等 の透 明性が一層高 まることが期待 され る。」
なお,「5.会 社法 の見直 し」 と して,商 法に よるディス クロー ジャー制度,株 主の権 利 の拡
②充および合併
の弾力等に関 して,今 後,法 制審議会で検討することが謳おれている。
以上を要約すれぽ,① 関連当事者間取引の開示の拡充,② 連結財務諸表の有価証券報告書等本
体への組入れ,③ セグメン ト情報の開示,④ 個別財務諸表上への主要顧客別の売 上高の開示,と
い う4点 が改善事項として盛 り込まれたのである。この うち,セ グメン ト情報開示の制度化は90
年4月1日 より開始する事業年度か ら実施されているので,こ れを除 く3事 項Y'つ いて,90年12
月25目 付けで,実 施要領を定めた大蔵省令 ・関係通達が公布 ・発出されたのである。
2関 連当事者間取引の開示
(1)開 示の趣 旨




(2)こ の他に,「 最終報告」には盛 り込まれなかったが,日 米構造協議の過程で議論とな り,「最終報告」
の 「改善事項」と併せて改善することが適当であると判断 され,そ れに応じて新たに改正された2項 目
がある(『 第29回 大蔵省証券局年報(平 成3年 版)』 金融財政事情研究会,1992年,55ペ ージ参照)。
① 「経営上の重要な契約」に係る開示規定の見直 し
従来,「 開示省令」で例示されていた合併,営 業譲渡等の契約はそのほとんどが商法の特別決議(第
343条)を 要するものを転用していたため,重 要性の判断基準として商法上の特別決議がその目安 と
受け取られがちであった。そこで,省 令の規定を改正し,同 時に 「企業内容等の開示に関する取扱通
達について」(197](昭 和46)年 歳証第2272号,最 終改正1991(平 成3)年 歳証第507号)に おいて,










該当する場合,ま たは多額の出指,債 務負担を伴 う場合(た とえば,大 規模な共同出資 事 業契
約)
② 受取手形,売 掛金等に係る明細表示の在 り方に関する見直し
「『主な相手先別』とは,受 取手形等の科 目ごとに相手先の金額の多い順に上位10社 程度をい うもの
とする。また,『 業種別等の区分』ごとに 『主な相手先別』 に記載する場合には,当 該 『業種別等の
区分』 ごとに上位3社 程度について記載するものとする。」(同 上通達5-10-9「 主な相手先別金額の記
載方法」抜粋)
252『 明大商学論叢』第75巻第2・3・4号(1992年9月).(336)
外形上,一 般取引と変わ らない法的形式が整えられ,両 者は渾然一体 となって財務諸表に集約的
に表示 されるために,通 常,財 務諸表か らは容易に識別できない。米国やカナダ等では関連当事
者 との取引が財政状態や経営成績に及ぼす影響を投資者が適切に判断できるように,関 連当事者
との取引に係る情報を補完情報 として開示することになっている。我が国でも,こ れまで証券取
引法のもとで,役 員や支配株主等 との取引の開示が要請 されていたが,今 回,国 際調和の観点か
ら関連当事者の範囲を拡大 し,開 示内容の充実を図ることにしたとしている。
もう一つの趣旨説明として,「最終報告」に明記された 「系列問題に係るディスクR一 ジャー」





先に引用 した 「最終報告」の文言か ら明らかな ように,関 連当事者については基本的に米国財
務会計基準書(FAS第57号)に 準じて,「支配」 と 「重要な影響」の概念を基礎にその定義と範囲が
決定 された。 したがって,範 囲も従来の親会社,役 員のほかに,関 連会社,主 要株主,そ の他重






④ 提出会社の関連会社(提 出会社が20%以 上,50%以 下の議決権を所有する会社)及 び当該関連会社
の子会社
⑤ 提出会社のその他の関係会社
⑥ 提出会社の主要株主(提 出会社の発行済株式数の10%以 上を所有する株主)及 びその近親者
⑦ 提出会社の役員及びその近親者
⑧ ⑥または⑦の者が議決権の過半数を実質的に所有 している会社及び 当該会社ρ子会社(姉 妹
会社)
⑨ 提出会社 との間に出資,人 事,資 金,技 術,取 引等の関係を通 じて財務及び営業方針上,支
配ないし重要な影響が認められる者
*上 記の うち,若 干の補足を要する事項
(a)⑦ の役員とは証券取引法第5条 第1項 第2号 に規定する役員,す なわち取締役,監 査役 ま
たはこれらに準ずる者をいい,「準ずる者」 とはたとえば 「相談役,顧 問その他これに 類 す
る者でその会社内における地位,職 務等からみて取締役,監 査役 と同様に実質的に会社の経
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営に従事 してい ると認め られ る者」 をい う(「 蘭連当事者通達」2の(2))。
(b)近 親者 とは 「二親等 内の親族」 を指す.(「関連当事者通達」一2の(3))。
(c)⑨ は①～⑧ までに例示 され た当事者 以外 に も要件に該 当す る老があ るこ とを予定す るバス
ケッ ト条項 であ り,同 時 に関連 当事者 を どの よ うな原則に もとづ いて規定す るか を明 らかに
③
し,そ の範囲の外延を画する機能 も併せ もつ条項である。上述のように,具 体的 に は,「支
配」と 「重要な影響」の概念により規定される。「支配」 とは 「出資,人 事,資 金,技 術,
取引等の関係を通じて,他 の者の財務及び営業め方針決定を指示 し若 しくは強制 し得 る力を
有する場合」(「関連当事者通達」2の(6))を 指し,「重要な影響」 とは 「出資,人 事,資 金,技
術,取 引等の関係を通 じて,他 の者の財務及び営業の方針の決定に相当程度関与 し得る力を
有する場合」をいう(「関連当事者通達」・2の(7))。
(d)制 度改正に直接携わった関係者によれぽ,「個別に列挙された当事:者は,証 取法ない し財
務諸表規則で定義され,我 が国で既に定着 した概念が存在する場合,極 力それを用いるよう
(4)
配慮されている」。
④ 親会社,子 会社,関 連会社および 「その他関係会社」の定義一→財務諸表規則第8条 第
1項 ～第5項 。
親会社 と子会社:親 会社 とは他の会社の議決権の過半数を実質的に所有 している会社をい
い,子 会社 とは当該他の会社をい う。
関 連 会 社:会 社が他の会社の議決権の20%以 上,50%以 下を実質的に所有 し,か つ,
当該会社が人事,資 金,技 術 取引等の関係を通 じて当該他の会社の財
務 ・営業方針に対 して重要な影響を与えることができる場合における当
該他の会社をいう。
関 係 会 社:財 務諸表提出会社の親会社,子 会社痴よび関連会社ならびに財務諸表提
出会社の関連会社である場合における当該他の会社をいう。
⑤ 主要株主,役 員 一→ 証券取引法第5条 第1項 第2号,同 第188条 第1項
◎ 兄弟会社,姉 妹会社 一→ 「開示省令」第1条 第27号 の5
図1は 関連当事者の範囲に関する以上の説明を要約 した ものである。
(3)「 第三者」が関係する取引の開示
関連当事者の うち親会社,「 その他関係会社」,主 要株主,役 員については,財 務諸表提出会社
との直接取引のほかに,「第三者」が関係する取引の開示 も要請 され七いる(「開示省令」第2号 機
(5)式記載上
の注意ユー11の(1Xb)参照)。これには二つの取引パターンが規定 されている。
一つは,提 出会社 と親会社等との問の直接取引であるが,そ れが 「代理」 または 「代表」とい
う形式をとって第三者のために行われる取引である。当該取引の法的効果や計算は第三者に帰属
(3),(4)福 田秀 俊,前 掲論 稿,31ペ ー ジ。
(5),32ペ ー ジo
254 ..『 明大商学論叢』第75巻 第2・3・4号(1992年9月)(338)
図1関 連当事者の対象範囲内
親 族




























提 出会社 によ・り20%以 上 ・ ・L___』______一 一一一一一一口__そ の 他 の
50%以 下被保 有 関連 当事者
関 連 会 社*
(子会社を含む)
(注)1開 示を予定する関連当事者の対象範囲を示した。「その他の関連当事者jと は,定 型的な概念には当てはまら
ないが,人 的派遣,取 引,契 約その他の手段を通じ提出会社との間で実質的に経営及び財務上,支 配ないし重要
な影響を及ぼす関係にある者を想定している。
2「 主要株主」とは,提 出会社の発行済株式の10%以 上を所有する株主をいう。ただし,こ のうち 「親会社」「そ
の他の関係会社」については,単 なる主要株主を超えたそれ自身の属性に基づいて開示を求めるので,実 際上こ
の二者は除かれたものとなる(実 際上,こ の対象となるのは,個 人株主と 「親会社」「その他の関係会社」の資
本要件を満たさぬ会社)。
3一 は一定の資本要件(特 段の記載がない限り議決権所有割合)が 前提となっているのに対し,… …は資本関
係が必要条件でないことを示す。
4*は 「関係会社」とされている対象。
5現 在,役 員および議決権の過半数を所有する株主(親 会社等)と の取引が開示対象となっている。
6「 親会社」「その他の関係会社」,役員等については間接取引を含む。
(出所)『 第29回大蔵省証券局年報(平 成3年 版)』53ページ。
す るが,取 引の直接の当事者が関連当事者であるために,当 該関連当事者 と提出会社 と の関 係
(支配ないし重要な影響)・によって当該取引が提出会社の財務等に一般取引とは違 った影響を与える
と予想され るからである。この種の取引については,「第三者のためにす る取引」であるこ と が
分かるように,そ の旨を付記することが求められている。
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第2の 取引パターンは,提 出会社と第三者間の取引であるが,当 該取引に対 して親会社等の上
記関連当事者が重要な影響を及ぼ している場合である。この種の取引についても,提 出会社の財
務等に一般取引では起こりえないような影響が考えられるので,提 出会社,第 三者,親 会社等の
三者の相互関係がみえるように,取 引の内容に関連づけて説明することが求められる。
上の取引パターンの うち,従 来 も役員や主要株主との間の取引については開示が要請 されてい
(6)
たが,制 度改正によって次の二点に変更がみられる。
第1に,従 来,こ れ らの取引の うち,「利益相反」が開示の要件となっていたが,新 開示 規 定
ではそれに代わって,「重要な影響」の概念が代置 された。
第2に,旧 規定では役員 と支配株主に関してのみ,こ の種の取引の開示を要請 していたが,新
規定ではその対象が上のように拡大 したことである。
(4)関 連当事者の認識時点'
財務諸表提出会社に とって或 る会社が常に関連当事者であるとは限らず,そ れまで関連当事者








開示されるべき内容については 「開示省令」や 「関連当事者通達」において,次 のように定め
⑦
られ ている。
① 関連当事者 の性格(関 連当事者の名称,住 所,資 本金,事 業内容)お よび提 出会社 との関係(議
決権の所有割合,.役 員の兼任,事 業上の関係)




(7)① の項目は,従 来,有 価証券報告書総覧に記載されていた 「関係会社に関する事項」の開示項 目であ
り,② ～⑦は役員や支配株主との取引に関する開示項目が基礎になっている。したがって,新 たに制定
された開示項 目は基本的に従来からの 「馴 じみのある」これらの項 目が組み合わされた構造になってい
る(同 上論稿,33ペ ージ参照)。 但 し,後 述するように,開 示内容はより詳細になっている。








⑤ 関連当事者 との取引により発生 した債権 ・債務に係 る(科 目別の)期 首残高,期 中増減お よ
び期末残高
⑥ 当期に前期以前の取引に係る条件に変更があった場合,そ の旨および変更内容,変 更が財
務諸表に及ぼす影響
⑦ 一般の第三者とは著 しく異な る決済条件を設けている場合には,そ の内容





業者間の取引が公正な競争を阻害 し,日 本に輸出,市 場開拓,な いし投資 しようとする外国企業
に対 して排他的効果を及ぼす という米国側の意見ないし見方を汲んだ結果といえよう。
但 し,制 度改定にあたった関係者によれぽ,「取引条件は一方で営業政策の機微等,微 妙 な 部
分に も関係するため,実 際には仲衆難 しい開示項 目であ り,今 回の記載ルールは米国における開
(9)
示例等を十分勘醜 し七設定されている」。つま り,一 般取引と比較 して著 しく条件カミ異なる い わ
ゆる 「特別な条件」に該当すれば,当 該取引条件は直接的な記載が要請 されるが,「特別な条件」
に該当しない場合には,た とえば 「取引条件を決定するに当たって採用 された考え方,当 該取引
条件の市場条件 と比べた評価,条 件の決定プロセス等の説明でもって当該取引条件の有様が的確
⑩
に投資者に判断 しうるものであれば,あ る程度フレキシブルな書きぶ りも許容 され」 ると解釈 さ
れていることに留意すべきである。
その他,開 示内容に関 して記憶 してお くべ きことの一つは,表1Q「 記載 上の注意8」 に示さ
れているように,取 引金額は 「提出会社の事業年度ベースで,… …取引の種類,対 象の区分ごと
に総額で記載すること」になっている点である。つま り,関 連当事者間取引に係る情報の開示は
原則 として合算的開示である。これは 「我が国の関連当事者(例えば子会社,関 連会社)と の間の取








・出資,債 務保証,担 保提供,債 務免除
・営業の譲渡 ・譲受け.








関 係 内 容













1.関 連当事者の性格 開示省令第1条 第27号 の5に 列記 された関連当事者 ごとに,例xば 「親会社」「子会社」「関連会社」等に区分して記載すること。
2,会 社名1.の 区分ごとに以下の事項を原則として会社別に記載すること。
3.住 所 関連当事者の住所を国内に住所を有する者にあっては市町村(政 令指定都市においては区)ま で,海 外に住所を有する者に あっては それに準じ
て記載すること。
4.事 業の内容 関連当事者の事業の内容を簡潔に記載すること。




② 資金援助,営 業上の取引,設 備の賃貸借,業 務提携等の関係内容について簡潔に記載すること。
7,取 引内容
提出会社と関連当事者との間の取引内容を営業取引と営業取引以外の取引(提 出会社の営業外損益に係る取引,特 別損益に係る取引,資 金の貸借取引,
債務保証,資 本取引等をいう。ただ し,主 要なものでよい。)に区分 して,取 引の種類,対 象について説明すること。
8.取 引金額
提出会社の事業年度ベースで7.で 記載 した取引の種類,対 象の区分ごとに総額で記載すること。
9.科 目,期 首残高,期 中増加額,期 中減少額及び期末残高














さらに,関 連当事者の性格,取 引の性質,取 引金額等については 「重要性の原則」を適用 し,
開示の趣 旨か ら判断 してその開示を要 しないことが認められる。「関連当事者通達」3の(1)お よ
び(2)によれぽ,次 のような場合である。
④ 提出会社の連結財務諸表作成に際 し相殺消去された取引
⑤ 一般競争入札による取引,定 期預金等の利息や配当の単純な受取 り等,取 引の性質上,客
観的に見て取引条件が一般取引 と同様な取引
◎ 役員報酬,利 益処分による役員賞与,株 主総会の決議に もとつ く役員退職慰労金,使 用人
兼務役員の場合の使用人分給与等









すべ きではないかとい う提案があったことにある。周知のように,我 が国企業会計制度にあって
は商法を基軸 とした法的規制の形態をとるところにその特質があ.る(商法会計主導型の会計制度)。
したがって,企 業は商法にもとづいて個別会社ごとの確定決算主義を採用 してお り,法 人税法 も
確定決算主義にたっている。証券取引法の有価証券報告書等もこれらとの整合性を図る必要か ら,
1976年 の連結財務諸表の調度化にかかわ らず,連 結財務諸表は有価証券報告書等の添付書類とし
ω
て位置づけられ(旧 証券取引法第5条 第4項 および第24条第3項),個 別財務諸表が基本財務諸表とし
て重視 されてきた。
⑫ 『第29回 大蔵省証券局年報(平 成3年 版)』54ペ ージ。
⑬ 福田秀俊,前 掲論稿,34-35ペ ージ参照。
⑭ 旧証券取引法第5条 第4項 および第24条 第3項 は,有 価証券届出書,同 報告書には 「定款その他の書
類で公益又は投資者保護のため必要かつ適当なものとして大蔵省令で定めるものを添付 しなければなら
ない。」と規定 していたが,こ れが連結情報を添付書類として提出すべき根拠条項 で あった(な お,・旧
「開示省令」第10条 第1項 第2号 ホおよび第17条 第1項 第1号 ハを参照)。 連結情報 とは旧 「開示省令」
の規定によれば,次 に掲げる事項である(旧 「開示省令」第10条 第2項)。
① 企業集団の状況に関する重要な事項および業績の概要




③,最 近2連 結会計年度に係る連結財務諸表に記載された事項(連 結財務諸表).
(343)「 日米構造問題協議最終報告」とディスクRジ ャー制度の改定259
しかしながら,連 結財務諸表の制度化以後10余 年が経過 し,そ の実務が我が国の会計制度のな
かに定着するに及んで,導 入当初,連 結財務諸表を添付書類 とせ ざるをえなかった最大の理由が
解消されつつあった。さらに,企 業活動の多国化 ・国際化等を反映 して連結財務諸表の重要性に
対する認識が高まり,会 計の国際調和化 も重要な議題 として 日程に上っているという状況 も併せ,
「従来の変則的状況」を改める環境が整備されつつあったのである。
以上が関係者の背景説明である。 しか し,連 結財務諸表がいずれは本体へ組入れられるとして
も,我 が国の会計制度の性格か らみて,米 国側か らの改善要求とい う 「外圧」がなければ,制 度
的に本体への組入れが1990年 というこの時期に実現 したかどうかはいささか疑問である。
(2)組 入れの方法
連結財務諸表を中心 とする連結情報は本体のそれと同じ条項を根拠条項(証 券取引法第5条 第1
㈲
項および第24条)と して本体への組入れが図られた。組入れの方法は,'従 来,連 結財財 務 諸 表 を
中心に構成されていた連結情報を,や は り従来有価証券報告書等本体に記載 されていた 「関係会
社に関する事項」の欄に組み入れる形をとったのである。 これによって,「関係会社に関 す る事
項」は発展的に解消され,「企業集団等の概況」に盛 り込まれることになった。さらに,関 連当
事者間取引に係る情報 も 「企業集団等の状況」の一環 として開示されることになっている。この
ように,従 来の添付書類 としての 「連結情報」,従来の本体書類としての 「関係会社に関 す る事
項」ならびに新たに開示が義務づけちれた 「関連当事者との取引」の3つ が「企業集団等の状況」
の欄に統合され,こ れらが本体の中で一体 となって企業集団に係る情報のパ ッケージを用意する
ことになったのである。「企業集団等の状況」の構成は以下の通 りである(図2参 照)。
① ・企業集団等の概況
従来の子会社に加え,親 会社,関 連会社,兄 弟会社,姉 妹会社等の関連当事者の一部を含
む形で,事 業系統図などを使用 して,各 事業区分ごとに当該事業に携わっている主要な会社
名,会 社数を記載す る(具 体例は後出の92年3月 期 「有価証券報告書総覧」中に開示された 「企業集
団等の概況」の説明と系統図を参照)。 これは従来 の企業集団情報の範囲を拡大し,図2の 「実
質的な企業集団」に関す る情報を包括するものである。
⑮ この制度改正にともないとられた省令等の主な変更措置は次のとお りである。
① 「開示省令」において連結情報を添付書類 としていた定め(前 記注㈱を参照)お よびそれを前提と
した諸規定の削除と所要の修正
② 有価証券等届出書,同 報告書の様式に従来の連結情報を組み入れるための変更(「 開示省令」第8条,
第15条)
③ 従来の 「関係会社に関する事項」等,本 体における類似開示事項 との整理 ・統合化に対応した関係
省令 ・通達の改正*
*具 体的には,「 開示省令」および同取扱通達,「 財務諸表の監査証明に関する省令取扱通達」,「連結









親 会 社 その他の
関係会社
誤;1二三審理 紡子ご余塵均
一 ・ ド ψ.f費!'こ
非連結子会社








2.「 企業集団の状況」……報告会社と連結子会社(図 中濃い部分)。但し,非 連結子会社,関 連会社のうち,持 分法
の適用会社はその範囲で連結財務諸表に反映がある。
3.「 関連当事者取引の状況」……親会社.そ の他の関係会社,非 連結子会社,関 連会社及びその他の関連当事者(図
中薄い部分)
(出所)福 田秀俊 「日米構造協議を踏まえたディスクロージャーの整備」『企業会計』第43巻第4号,37ペ ージ。
② 企業集 団の状況
④ 企業集 団の業績等









連結子会社の名称,住 所,資 本金,・事業の内容,子 会社の議決権に対する所有割合,提 出
会社 との関係内容(役員の兼任,貸 付金,営 業上の取引,設 備の賃貸借等)
⑨ その他
連結ベースの後発事象
⑯ 「企業内容等の開示に関する取扱通達」は 「開示省令第10条 第1項3号 ホに規定する 『主要な経営指
標等の推移を的確かつ簡明に説明した』とは,例 えば,そ の事項について,最 近5年 間の推移が示され
ている場合をいう」 として,次 のような項目を例示している(同 通達5-17-3,傍 線を付した項 目は新た
に追加 された例示項 目)
売上高,経 常損益,当 期純損益
資本金,発 行済株式総数,純 資産額,総 資産額,自 己資本比率
1株 当た り純資産額







ある。業績等の概括的説明が1会 計年度か ら2会 計年度に,そ して主要な財務指標が若干










なお,連 結財務諸表の本体への組入れ措置にともない,従 来,米 国会計基準に よって連結財務
諸表を作成 していた会社に 係る特例(連 結財務諸表規則附則 〔(1976(昭和51)年 大蔵省令第28号 〕第
2項)が 廃止されることになった。 但 し,実 務対応期間を省令公布か ら5年 程度 とみて,・5年 間
の猶予期間を認めて1995(平 成7)年4月1日 か ら開始する事業年度以降,日 本基準によること
とされている(連 結財務諸表規則附則 〔1990(平成2)年 大蔵省令第10号〕第8項)。 もっとも,切 替え
までの間,米 国基準による連結財務諸表を本体に開示する場合,日 本基準との均衡を図るために,
日本基準に準拠 して作成 した連結財務諸表 との間の主要な相違の内容を提出会社の実態に即 して
可能な限 り具体的に分か りやす く記載するよう求めている(「連結財務諸表の用語,様 式及び作成方
面こ関する規則取扱要領の一部改正について」(1990(平 成2)年 歳証第2321号)。
4主 要顧客別販売実績に係る情報の開示
「最終報告」に盛られたディスクロージャー制度に係る 「改善措置」の最後は個別財務諸 表 上
への主要顧客別売上高の開示である。つまり,単 体ベースで総売上高の10%以 上を占める主要顧
客については相手先別に,① 顧客の名称,② 売上高および③総売上高に占める割合を,最 近2事
業年度分V'つ いて開示することが 制度化されたのである(「開示省令」様式,記 載上の注意7,「 営業
の状況」の(5)の(d))。最近事業年度に該当するものがない場合,そ の旨および前事業年度の状況を
記載することになっている。









第92期(平 成2年4月 ～平成3年3月) 第93期(平 成3年4月 ～平成4年3月)
類 別 期 間 計i・ 平 均 期 間 計1・ 平 均
部門別 台 数1金 劉 台 数1金 額 台 刺 金 副 台 数1金 額









宇 宙 航 空1_i・9・821-12,423-1・7,867-13,155





期 別 第92期(平 成・年・月一職 ・年・月)1第93期(平 成・年・月一平成・年・月)
品 目 金 額 陣A金 額1割 合
自 動 車 部 門li,688,38]百 万 円i・o.・%i1,694,159百 万円1・9.・%
繊 維 機 械11…1tO.・ 【'・4,46Elo,・
・ ・一 ・・・ ・… 一ン[…2・lo,・121,69410.・
計i1,732,・ ・41…11・740,317i・ ・.・
地域別輸出状況(輸 出高に対する割合)
期 別 第92期(平 成・年・月一平成・年・月)1第93期(平 成・年・月一平成・年・月)
品 ・ 割 合睡 肺1商 肺1計1割 合il乗肺1醐 副 計
車
両
??? 米 州155 .911384,A40、 。95倉i、 。1,、91.,0. 11368,A37,yO,997389,534
欧 州 ・中 近 東}33,・1}・46,868・9,・141425,882・9.・II370,・ ・71・4,21・1・ ・4.・・7
大 洋 州 ・… カ15・ll21.882・0,513・2,3954.・ll・ ・1551・5,421・5・76





類 別 第燗(平 成・年・月一平成・年・月)1第93期(平 成・年・月一平成・年・月)
相手先 金 額 陣A金 額1割 合
丸 紅 米 国 会 社1696,26・ 莇 円116・%157店682筋 目113・ ・%
欧 州 ・ 産 会 社1413,1・ ・19,・1453・ …1・0,・
(出所)(株)日 産自動車 「有価証券報告書総覧」(1992年3月期,24ベージ(一部抜粋))。
零 「ρ9相手先別の販売実績及び総販売高に対する割合」が新たに開示された情報である。
(イ)製 品の品目別の販売実績(2事 業年度分)… ……従来からの開示情報
(ロ)製 品の品 目別輸出高および総売上高に対する割合
の 地域別輸出高および輸出高に対する割合 一
⇔ 主要顧客別の販売実績および総売上高に対する割合 ………新設 された開示情報
表2は 新たな枠組みにより,(株)日 産自動車の 「有価証券報告書総覧」に記載 され た 「販売
実績」に関する情報の開示例である。もっとも,単 体ベースとはいTx,総 売上高の10%を 超える
得意先の数は多 く見積 もって3な いし4社,通 常は1な いし2社 であ り,し かも一般的には第三
者ではなく,株 式所有や役員の兼任等を通 じて緊密な関係を保持 している会社である。その意味
ではこの情報 も系列関係に係る情報の一種といえるであろう。
関係者によれば,日 米構造協議の過程において,米 国側か ら,同 国では主要顧客別売上高に係
る情報は連結ベースによるセグメン ト情報の一環 として開示されていることか ら,日 本でも同様
のベースで作成 された情報の開示を行 うべきであるとの提案があった。この提案に対 して,日 本
側は以下のように対応 して,単 体ベースに よる主要顧客別情報の開示を 「最終報告」に盛 り込む
ための譲歩を獲得したのである。
「我が国の対応としては,① セグメント情報に.ついては,企 業会計審議会の多年の検討,調
整を経て既に昨年(1991年一 引用者)4月 より実施 されている内容で関係者のコンセンサスがま
とまっていること,② このセグメン トは,英,加,豪 等主要国でも未だ開示されておらず,国
際会計基準でも求められていないこと,③ 連結財務諸表が基本 となっている米国と異な り,商
法の下で一般に個別財務諸表 しか作成 しない子会社にそのためだけに顧客別売 上明細を作成さ
せることは,商 法,税 法の下で義務 とされないことを強いることにつながること等の理 由から,
連結ベースでの対応は困難であるとした。 しか し,個 別ベースなら既に主要な取引相手先別売





厨 同上 書,39ペ ー ジ 。
周 知 の よ うに,米 国 では,EASE財 務会 計 基 準 書 第14号 「企 業 の セ グ メ ン トの た め の財 務 報 告 」 が 連




5お わ り に
以 一ヒが 「最終報告」に盛 り込まれた 「改善措置」 とそれに対応 したディスクロージャー制度改
定の内容である。それは関連当事者 との取引に係る情報の開示,連 結財務諸表の有価証券報告書




図3は(株)日 産自動車の 「企業集団等の概況」欄に示 された同社の事業系統図である。旧デ
ィスクロージャー制度のもとでは,事 業系統図に☆を付 した関連会社を表示することは義務づけ
られていなかったが,新 たな制度の枠組みにおいてこれ らの関連会社の開示が要請 され ることに
な:つた ものである。表3は 「関連当事者 との取引」 として,29社 との取引に係る情報を開示 した
ものである。従来,事 業系統図に表示されていなかった関連会社のうち,た とえば(株)日 産デ
ィーゼル工業を取 り上げてみると,同 社については旧制度のもとでは個別財務諸表の 「関連会社
に関する事項」欄の持分法適用関連会社 として,そ の住所だけが開示されていたに過ぎない。 し
か し,制 度改定により,関 連会社の事業内容や資本金のほかに,日 産自動車 と日産ディーゼル工










そ の 他……1,46;:(同 上)
・同社 との取引により発生 した科 目別の債務(た とえば買掛金)に 係る情報
期 首 残 高 ……7,796(百 万円)
期中増加額 ……103,003(同 上)
＼① 収益の10%以 上が単一の顧客に対する売上高から得られている場合,そ の事実および各顧客からの
収益額を開示しなければならない(こ の場合,共 通の統制下にある複数の顧客グループは単一の顧客
としてみなされる)。






当グループは,当 会社及び約680社 の子会社 ・関連会社で構成 され,自 動車,フ ォークリフト,マ リー
ソ,繊 維機械,宇 宙航空関連機器及びそれぞれの部品の製造 ・財売を主な事業内容とし,さ らに,上 記事
業に関連する物流,金 融をはじめとした各種サービス活動を展開している。
当グループの事業形態は,国 内では,グ ループ各社が一部の車両と部品の製造,製 品の販売,物 流事業,
サービス事業を分担し,当 会社が自動車 フォークリフト,マ リーン,繊 維機械,宇 宙航空関連機器及び




サ ー ビ ス 会 社
日 痙 ト レ ー デ ィ ン グ ㈱
日 産 カ ー リ ー ス ㈱
㈱ 日 産 コ ー エ ー
㈱ オ ー テ ッ ク ジ ャ パ ン
日産 グ ラフ ィ ッ クア ー ツ㈱
日 産 ア ル テ ィ ア ㈱
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国 内 販 売 会 社
☆ 東 京 日 産 自 動 車 販 売 ㈱
横 浜 日 産 モ ー タ ー ㈱ ・
「1産プ リ ン ス 東 京 販 売 ㈱
lil産プ リ ン ス 大 阪 販 売 ㈱
[1産 プリ ンス神 奈川 販売 ㈱
1:1茂プ リンス 名 古屋 販売 ㈱
El産 サ ニ ー 東 京 販 売 ㈱
「1灌サ 二 一新 東 京 販 売 ㈱
他
海外製造 ・販 売会社他
米 国 日 産 自 動 車 会 社
米 国 日 脆 自動 車 製 造 会 社
カ ナ ダ 日 産 自 動 車 会 社
メ キ シ コ 日 産 自動 車 会 社
英 国 日産 漁 動 車 製 造 会 社
欧 州 日 産 会 社
日産モ トー ル ・イベ リカ会社
豪 州[1睦 自 動 車 会 社
他
☆は関連会社,他 は子会社
(出所)(株)日 産 自動車 「有価証券報告書総 覧J(1992年3月 期),61ペ ー ジ。
表3(株)日 産自動車の 「関連当事者との散引」に係る情報N
①s




日 産 リ ー ス(株)
名古 屋 日産 モーター(株)














設 備 機 器
リ ー ス
自動車及び


























取 引 内 容
営 業 取 引
営業取引以外
の 取 引




































ω 設備・金型・治購 の・一スにつ・・ては田 彦・一スより提示された・一ス料及槻 行リー ・糀 基に鹸 討・交渉の上決定している・ 聾
舗 鵬 朧 講:繊 麗 馳 磐野 欄 の上決定している◎.礁
*1子 会 社 名古屋 日産 モーターサー ビス(株)23.33%腿
N
関 連 会 社(1)・ コ
(単位:百 万 円)ω ●
『 ?》????』
名 称
日 産 車 体(株)
愛 知 機 械 工 業(株)
カ ル ソ ニ ッ ク(株)


































































? ????? ?? ???
取 引 内 容

















































































































?? ? ? ? ? ? ? ? ??
? ? ? ??
? ? ? ? ?
「????????????」????、??????? ????
















































3.88:静 岡 県富 士 帝業(株)
???
市 光 工 業(株)東 京 都品 川 区 H,818同.上 20.93
*8









































































































































部 品 の購 入















































































4,517東 京 都昭 島 市
???(株)タ
自 動 車 電 機 工 業(株)
ナ イ ル ス 部 品(株)
日 本 ブ ラ ス ト(株)




























































(1)製 品の購入については,各 社から提示された見積価格,現 行製品の価格及び当社製品の市場価格から算定した価格を基に,検 討 ・交渉の上決定している。
(2)部 品の購入}こついては,各 社から提示された見積価楓 現行部品の価格及び各部品の市場価裕から算定 した価格を基に,検 討 ・交渉の上決定している。 r(3)部品の支給に
ついては,当atの 原価から算定した価格を基セこ,交渉の上決定している.温
④ 固定資産売却については,生 産設備の有効活用を図るための当社生産設備売却であり,売 却価額は当社の理論簿価から算定した価額を基に,交 渉の上決定している。 汁
⑤ 間接所有割合の内訳は下記の通 りである・ 爵
*1子 会 社 池 田 物 産(株)0.30%(株)ヨコユパンテック0.17/他2社r態
*2子 会 社 エ ヌ デ ー シ ー(株)0.06%(株)盈コユパソテック0.04%.n
*3子 会 社(株)土 屋 製 作 所0.12%他2社 燃i
*4子 会 社(株)ヨ コユバ ンテック0.31%他4祉 』
*5子 会 社(株)土 屋 製 作 所0.06%他8社 黙
*6子 会 社(株)土 屋 製 作 所0.12%日 本 電 子 機 器(株)0.02%謡
*7子 会 社 池 田 物 産(株)0.13%..【 弊
*8子 会 社 池 田 物 産(株)0.01%恭
*9子 会 社 池 田 物 産(株)0.03%Nレ
*10子 会 社 日産 トレー ディング(株)0.15%他2社 ●
*11子 会 社 池 田 物 産1株)0.02%?
*12子 会 社(株)土 屋 製 作 所0.31%劇
'魂
そ の他 の関 連当事者
.,
(単 位:百 万 円)く ◎o
名 称
























係 の 協 定
取 引 内 容
































(1)製 品の購入については.提 示された見積価格,現 行製品の価格及び当社製品の市場価格から算出した価格を基に,検 討 ・交渉の上決定 している。
② 固定資産売却については,生 産設備の有効活用を図るための当社生産設備の売却であり,売 却価額は当社の理論簿価から算定した価額を基に,交 渉の上決定 している。 　




期 末 残 高 ・一 ・8,729(同 上)
さらに,旧 制度では開示されることがなかった 「その他の関連当事者」欄で,・同様に(株)富
士重工業 との資本所有関係(議 決権株の所有割合4.30%),関 係内容,取 引内容(営 業取引として製品
の購入額約511億円,部 品の支給額約123億円,営 業取引以外の取引として固定資産売却額約8億 円),同 社
に対する債務の期首 ・期末残高および 期中増減額が表示されている。 また,「 関連当事者 との取
引」に係る情報か ら,1991年 度に日産自動車が関連会社から購入した製品の額は約9,730億 円,
同部品の額は約8,913億 円,合 計1兆8,643億 円にのぼることが明らかになる。
日米構造問題協議の過程でディスクロージャー強化の焦点の1つ になった関連当事者 との取引
条件およびその決定方針に係る情報については,「製品の販売については,市 場価格 ・総原 価 を
検討の上決定している」,「製品の購入については,各 社か ら提示された見積価格,現 行製品の価
格及び当社製品から算定 した価格を基に,検 討 ・交渉の上決定 している」,「部品の購入について
は,当 社の原価から算定した見積価格,現 行部品の価格及び各部品の市場価格から算:定した価格
を基に,検 討 ・交渉の上決定 している」 と記載 されている。(株)ソ ニーの場合についても 同 じ
⑬
様に抽象的な表現にとどまっている。有価証券報告書の読者がこうした記述から,.取引条件やそ
の決定方針の中身を知ることはいささか雲をつかむような感じが しないで もない。「取引条 件 の
⑫o
実際の記載例をみてみると,依 然 として不透明さをぬ ぐい切れない」と指摘される所以である。
もっとも,本 稿第2節(5)「 開示の内容」で言及 しておいたように,関 連当事者 との取引が
一般取引と比べて著 しく異なる場合には当該取引条件は直接的な記載の対象になるが,そ うでな
い場合には市場条件と比較 した評価,条 件の決定プロセスの記述をもって許容 される。本稿で参
照 した有価証券報告書を見るかぎり,関 連当事者 との取引の条件については 「特に優遇してし}な




ては,… …系列関係をより開放的かつ透明なものとす るよう努めることとし,そ の目的に向けて
⑲ ソニーでは販売価格について 「市場価格を勘案して会社希望価格を提示 し,交 渉の上決定しておりま
す。取引条件については,特 に優遇してお りません」と記述 している。関連当事者からの製品 ・部品の
購入はなく,外 注加工に関する取引条件について,次 の様に説明している。「外注加工につい て は,基
本契約を締結 し,取 引先 より提示された価格によ り,通 常行われている価格を参考にしてそのつ ど交渉
の上,決 定 してお ります。なお,取 引条件については,特 に優遇してお りません」(ソニー株式会社1992
年3月 期 「有価証券報告書総覧」93ペ ージ)。
㈲1992年7月7日 付け 「日本経済新聞」。左記の日付で同紙は92年3月 期有価証券報告書中に開示され
た系列取引に関する情報の分析結果を発表 し,「 自動車など記載対象広がる」との見出しを付した 「『系






ージャー制度のもとで新たに公開 され るに至った 「関連当事者 との取引」に係る情報は確かに従
来 に比べれば系列関係を開放性 ・透明性あるものに した といえるであろ う。 しか し,系 列企業と
の取引条件に関する情報は極めて一般的 ・抽象的である。取引内容が極めて多岐にわた り,実 務
上の対応が難 しいとい う面を割 り引いて も,・依然として系列関係の不透明性は残っているといえ
よう。
周知のように,我 が国証券取引法は,有 価証券届出書を大蔵大臣に提出 した会社,上 場証券ま
たは店頭売買証券の発行会社は事業年度ごとに,会 社の'目的,商 号および資本または出資に関す
る事項,会 社の営業および経理の状況,「 その他 公益または投資老保護のために必要かつ適当な
ものとして大蔵省令で定める事項」(傍線は引用者)を 記載 した報告書(匹有価証券報告書)を 毎決算
期経過後3カ 月以内に大蔵大臣に提出 しなければな らない(第24条)と し,さ らに当該報告書は公
衆 の縦覧に供 されなけれぽならない(第25条)と 規定 している。既にみたように,「関連当事 者 と
の取引」に係る宿報の開示は,1日 米構造問題協議の過程において提起されたディスクロージャー
の整備事項をその直接的契機 とし:ているが,制 度上かかる情報の開示が証券取引法上の開示制度
の一環 として展開されていることに留意すべ きである。つまり,そ れは我が国の取引慣行に対す
る外国企業か らの批判に応 じて制度改正された経緯をもつとはいえ,同 時に我が国の公益ないし
投資者保護のために必要かつ適当な措置 として講じられた ものであると認識できるめである。そ
れだけに,「関連当事者 との取引」に係る情報から系列関係の開放性 ・透明性を高めるこ とは,
特に公益の見地からみても重要なことであろう。
最後た指摘 しておきたいことは,デ ィスクロージャーは企業行動の監視を市場ルールに委ねる
ための一横杯 として位置づけられて展開されてきたことである。つまり,企 業経営の 「実態」を
開示 させることは,そ のことによって企業行動の監視を市場のルールに委ねることを意味してい
る。 もっとも,そ のことが成立するためには,財 務諸表に反映 された取引は独立の当事者たちが
競争的で自由な市場において行った取引であるとい う前提が現実的な意味をもっている必要があ
る。そ して,一 般的には,こ のように想定されているのである(後 出のFASB財 務会計基準書鋪57
号を参照)。 しかしながら,関 連当事者たちは所期の成果を得ようとあらか じめ関連当事者 との取
引を調整するために,会 計情報はそれが表現 している.と期待されていることを表現 しない恐れが
あるのである。むしろ,そ れはこうした前提を覆す ものであろ う。取引条件やその決定方針に係









が要請 され てい る。要点 を整理 して示す と,下 記の通 りであ る。
(1)関 連当事者間取 引(para.1)
関連 当事 者 との取引は次の よ うな取 引を包括す る。
④ 親 会社 と子会社 との間 の取 引
⑤ 親会社を共通 にす る子会社間 の取 引
◎ 企業 と従業員の ための トラス ト(た とえば当該企業の経営者が役員となって運喜される年金 ・利
益分配 トラス ト)と の間の取引
④ 企業 とその主 な所 有者,経 営者 または これ らの親族(immediatefamilies)と の間の取引
⑨ 関 係会社 間の取引
(2)開 示事項(para.2)
財務諸表は重要な関連当事者 との取 引を開示 しなけれぽな らない。但 し,報 酬 の敢 り決 め
(compensationarrangements),経 費の割引(expenseallowance),その他通常 の営業過 程にお
ける類似 の項 目は除か れ,ま た連結ない し結合財務諸表 の作成上除去 され た取 引の開示 は要請
され ない。'開示 され るべ き事項は下記 の通 りで ある。,
a.取 引の性格
b.取 引の説明(金 額を伴わない取引の説明も含む)な らびに当該取引が財務諸表 に及ぼす影響 を理
解 す る うえで必要 と思われ る他 の情 報
c.取 引金額な らび に取 引条件 の決定方法 の変更 が与rxる 影響
d.貸 借対照表 日時 点におけ る関連当事者 との間の債権 ・債 務の額,決 済 の条件 と方法
e.報 告会社 と他 の会社 ない し複数 の会社 とが共通 の所有者 または共通 の経営者 に よる支 配 の
'も と
に あ り,そ の支配 の存在が報告会社 の営業成 果ない し財政 状態 を,そ うした支配 が存在
しなか った場合 の営業成果 と財政状態 とは著 し く違 った ものにす る場合,か か る支配 関係は,`
これ らの企業 の間 に取 引が な くとも,開 示 されなけれ ばな らない(para.4)。
(3)基 準書第57号 はパ ラグラフェ2以降で,本 ステー トメン トの結論 を導 き出す ための基本 的な考
え方 を述べ なが ら,「 関連 当事者 との取 引」開示の有 用性 を説 明 してい る。
① まず,財 務会計概念 に関す るステー トメ ン ト第2号 「会 計情 報の質的特性」に拠 りなが ら,!
会計情報 が有用 であるためには,会 計情報は 目的適合的かつ信 頼 しうるもので なければ なら
ない。前 者は会計 情報が予測価値ない しフ ィー ドバ ック価値 を有 している こと,後 者 は会計
情報が表現 の忠実性(represe血tati。nalfa{thfu1Ωess),検 証可能性な らび に中立性 を もってい
る ことを意味す る。 さらに,企 業 に関す る情報は他企業 に関す る同様 の情 報 と比較 され,か
つ当該企業 の他 の期間 の情報 と比較 され る ことで 有用性 を増す(para.12),と 会計情報 の特
性 を指摘す る。
② 会計情報が 目的適合的 なのは,利 用者が過去,現 在,将 来 の事象の結果 につ いて の予測を
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形成 し,あ るいは期待を確信 しない し矯正することを会計情報が助けることによって,意 思
決定に重大な影響を与える場合である。二つないしそれ以上の企業が共通の所有者ないし経
営者の支配下にあるが,相 互に取引を行 っていないときでも,そ の共通の支配はそ うでない
場合 とは著 しく異なる営業成果または財政状態をもた らす ことがある。たとえぽ,同 業種の
複数の企業が各々の取引量を増減させる能力を持つ一つの当事者(party)に より支配 される
場合である。こうした支配関係および関連当事者 との取引に係る情報の開示は,財 務諸表利
用者が予測を形成 し,そ して財務諸表がかかる支配関係に よって影響 されてきた程度を分析
する際に助けとなるのである(paraS.13&14)。
③ 財務情報の信頼性は,会 計測定値が表現 しよ うとす ることをまさにそれが表現しているこ
とを 確信 させることで ある。 財務諸表に反映 された 取引は 独立の 当事者間で 対等に(an
arm's-lengthbasis)行 われ完了 したものと一般に想定されている。 しか しながら,か かる前
提は関連当事者との取引が存在する場合,正 当性を欠 くことになる。そこには競争的で自由
な市場取 引に不可欠な条件が存在 しないからである。関連当事者たちは所期の成果を得よう
と,関 連当事者との取引をアレンジするから,そ の結果,会 計測定値はそれが表現 しいると
通常期待 されていることを表現 しないことになる。関連当事者 との取引を測定するために使
用された金額に関する表現の忠実性 と検証可能性が低下すれぽ,そ の金額の信頼性も弱まる
のである。
FASBは,関 連当事者との取引の説明およびそれに関す る情報がなけれぽ 企業の 財務諸
表は完全ではないし,し たがって信頼 しえない と信 じている。また,本 ステー トメントによ
って要請 された重要な関連当事:者取引に関する開示が行われなければ,巨 的適合的な情報が
抜け'落ちていると考えている(paras.15-17)。
④ 関連当事者との取引に係る情報は,財 務諸表利用者が営業成果や財政状態の期間比較 と企
業間比較を行 うとする場合に有用である。かかる情報は蓋然的な重大な変化を見つけだ し,
説明するのを助けるのである。それ故に,関 連当事者 との取引に係る情報は意思決定に重大
な影響を与えるであろうか ら,開 示 されなけれぽならないのであ り,そ れを通 して利用者は
関連当事者との取引についての意義を正しく評価することができるのである。
